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（1）背景、プロジェクトの目的 

（1） 背景 

岩手県の人口は 1955年の 145万人をピークに、1997年以降減少に転じ、2021年

には 120万人を下回った。特に、中山間地域をはじめとする過疎地域では人口減少と少子

高齢化が進行しており、公共交通機関の縮小・撤退と地域の卸売業・小売業の減少により、

日常の買い物が困難ないわゆる買い物弱者が多く発生している。 

 

（2） 目指す姿 

上記の地域課題を解決するため、ドローンを活用した買い物弱者対策による日常生活の

利便性の確保、本県産業の生産性向上等に資する様々なドローンの活用方法などを検討

し、持続可能な活力ある地域の実現を目指す。 

 

（3） 実施地域 

岩手県岩泉町を実施地域とする。岩泉町は、2023年の総人口8,180人、面積は

99,23ha と本州一広さであり、狭隘な山間地に基幹地区と小規模集落が点在するため、

食料品アクセス困難人口の割合が県内で唯一40%を超えており、全国的に見ても非常に

高い水準にある。例えば町の中心部である岩泉地区から主な基幹地区のうち、安家地区（人

口443人、242世帯）までは急勾配が続き、車で40分（21.5km）、有芸地区（人口

165人、96世帯）までは狭隘な道を車で35分かかるなど、買い物等の日常サービスの

利用に不便が生じていることが課題である。 

なお、岩泉町では災害対応等を目的に町職員でドローン運用隊を組織しており、同隊等

との連携を見込む。 
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（2）ドローン物流実装に向けた調査・提案 

（ア）地元住民・企業ニーズの把握 

 

＜住民（周辺住民）アンケート＞ 

2023年 9月30日 岩泉HD主催、岩泉ヨーグルト工場祭りでスマート物流の取り組み

を紹介するとともにアンケート調査を実施した。 

 

 

＜アンケート結果＞ 

    

 
 

回答：18件 

町内在住者：5件（27.8％） 

 

 

 
 

現在日本でドローン配送が行われていることを知っているかという問いに対しては、

半数の方が「まだ知らない」という回答であったので、まだまだ認知度が浸透してい

ないことがわかった。 
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物流2024年問題については、ニュース番組での報道や最近は宅配荷物の再配達の

削減に向けたCMも放映されていることから、認知はされていることはわかった。 

しかし、「聞いたことある程度」という回答が半数以上を占め、具体的な課題やそれに

向けた政府の動き、ドローン活用等の取り組みについての認知は乏しいことが明らか

になった。 

 

 

 
 

利用している方の利用サービスはAmazon等の ECサービスの利用割合が一番高

く、次いで生協（COOP）の宅配サービスを利用しているという結果が得られた。 

一方、宅食、フードデリバリーサービスにおいては回答が得られなかった。 
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新型コロナウイルスの感染拡大により、生活様式が変わりデリバリーサービスは全国

的に普及しているが、今回のアンケート結果では、2割の人が日常的に宅配サービス

を利用していないことがわかった。 

 

 

 

 

実現にあたり、利用したいサービスとしては、食料品の配送ニーズが一番多く、7割

以上の回答を得られた。既存サービスではフードデリバリーの利用は確認できなかっ

たが、食料品の配送については、潜在ニーズがあることが確認できた。 

次いで、日用品、医薬品の配送という形の回答を得られた。 
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ドローン配送の実現可能性については、3割の方が「実現しない」という回答があり、

ドローン配送の認知度とともにまだまだリアリティが乏しいことがわかった。 

一番回答を占めたのは 10年以内に実施がされるという回答であり。すぐにではな

いが、いつか実装されると考えている方が多いことがわかった。 

 

   

 

懸念点としては、やはり墜落に対するリスクを感じている方が多く、安全安心な機体、

オペレーション体制の構築はドローン配送の社会実装に向けて前提条件であることが

わかった。 
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 岩泉ヨーグルト工場まつり出店の様子 

 

来場者に配布した「ドローンクッキー」 
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＜地域課題のヒアリング＞ 

 岩泉町役場職員へのヒアリング調査 （2024年 3月 11日） 

※ヒアリング先の選定においては、岩泉町役場と協議を行い、抽出した。農林水産課はドロー

ン隊及び林業・鳥獣関係を担当しており、教育委員会は、ドローン隊隊長・元危機管理課職員

が務めているため、ヒアリング先として好ましいと考えた。 

 岩手県、岩泉町内で少子高齢化人口減少が進んでいるが、実際に感じる課題はある

か？ 

 政策推進課 政策推進室 

 地域によっては、お店が完全になくなってしまっている。高齢者が車に乗ら

ないと買い物に行けない。買い物困難が深刻になっている。 

 教育委員会事務局 

 町内で働く場所がないため、人口流出が急速に進行している印象。高校を卒

業してギリギリ 3割の方が残るという印象。なんとかこの辺りを食い止めら

れるようにしないといけない。 

 地域おこし協力隊 

 地域おこし協力隊の先に地域の中で起業するという選択肢があるが、企業

支援の選択肢が少ない。ベンチャー的な企業が育ちにくい印象がある。よっ

て担い手が集まらないという課題がある。また、町外からの人手の確保につ

いても岩泉町で働くという意味を見出す魅力・特色のある仕事が少ない印

象である。 

 地域の物流網で感じる課題はあるか？ 

 政策推進課 政策推進室 

 郵便料金が値上がりしていくとのニュースがあるが、他社はどうなのか不安

である。 

 農林水産課 

 町内便であっても二日間ほどリードタイムがかかってしまう。 

 地域おこし協力隊 

 郵便物も北上市に集約されて、そこから配送がされるので、リードタイムが

生じてしまう。部品調達において、配送が滞ってしまうと事業に大きな影響

が出る。この前大雪が降った際は若い人でも外に出られなくなってしまっ

た。そのような時には高齢者は配送サービスに頼るしかないと思う。 

 ドローン配送に期待することは？ 

 政策推進課 政策推進室 

 オンライン診療、服薬指導をオンラインで、その薬をドローンで運べれば良

い。人の時間的コストが削減される。 

 教育委員会事務局 

 ネガティブな点で言うと、墜落事故はないようにしてほしい。実際に県の事

業の中で墜落したことがある。事故が起きると産業が停滞してしまう。 

 地域おこし協力隊 
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 コスト度外視に理想としては、山とかピンポイントな場所に物資を届けてほ

しいというニーズはある。山の中腹以上のところでガスボンベがなくなった

時に運搬に苦労する。ちょっとしたものの輸送の需要はたくさんある。ピン

ポイントの輸送網需要はあると思った。 

 ドローンについて、音を気にするのは動物くらい。100mくらい上空を飛べ

ば気にならないと思った。ヘリコプターがよく飛ぶ土地なので、慣れている。

三沢基地の延長で戦闘機もよく飛ぶ。 

 

 町内事業者へのヒアリング調査 

 岩泉自動車運輸  （2024年 2月 12日） 

 実証実験に参加した感想と実現に向けた期待と課題 

 ドローンからの映像を見たのは初めてで斬新だった。 

 岩泉町は面積が広いので、5kgの商品でも片道20ｋｍ位離れた有芸地区

等に届けることができれば可能性は広がる。 

 宅配を請け負っていれば積載5㎏でも十分だが、BtoBのみ扱っているの

で重量に課題がある。通常配達で給湯器(50～60㎏)の配達が多い。 

 お酒の集荷が週に何度かあり数量が少ない時の集荷に利用はできそう。 

 今回のようにポツンと離れた企業にミニ便サイズの配達があった際に利用

できそうだが、頻度は少ない。 

 特殊バネ岩手工場 （2024年 2月 12日） 

 実証実験に参加した感想と実現に向けた期待と課題 

 ドローンでの貨物輸送は取り扱い重量に課題がある。書類等はメール便の

みで、殆どの配達商品がドローンに搭載可能な規格を超えている状況。 

 以前に台風被害で橋が寸断され車両が通れなくなり被害の状況を把握する

ことができなかった。災害時にドローンを活用して航空写真を撮影して被害

状況の把握に活用できるのではないか。その際に孤立した住民への緊急物

資輸送に活用できるように平時から医薬品輸送等でドローンが常にある状

況を構築する必要がある。 

 特殊バネ本社 発側としてのご意見 （2024年 2月 12日） 

 実証実験に参加した感想と実現に向けた期待と課題 

 現在、通い箱での配送を行っているが、物流専用ドローン専用箱※の規格を

超えており、社内便でも使うことが難しい。 

 配送に関してはロット単位での配送が多いので、パレットでの輸送が出来れ

ば良い。 

 先進的な事業なので、何かしらで使って行きたいが書類等の重要な物の配

送はまだ不安を感じる。 

 ドローン専用箱とはAirTruck に搭載する外箱のことを指し、下記のサイズである。 
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 岩泉ホールディングス 様 （2024年 3月 13日） 

 岩手県、岩泉町内で少子高齢化人口減少が進んでいるが、実際に感じる課題は

あるか？ 

 担い手不足、若い働き手がいない。比較的高齢者は集まるが、町内は工場が

多く肉体労働で高齢者には厳しい環境。町内に高校はあるが、より環境の良

い盛岡の高校に行く人も増加している。卒業後も戻ってこない状況。 

 地域の物流網で感じる課題はあるか？ 

 輸送コストの増加が課題。ヨーグルト等の出荷はA社に全て委託している

が、2024年問題でリードタイムが伸びると生鮮食品なので不安がある。 

 ドローン配送に期待することは？ 

 ドローンは未来の技術で今は身近ではない。 

 利用のハードルも高く、イメージがわかない。天候に左右されたり、重量制限

があることがネガティブな点である。軽いものだと高齢者でも持ち帰りが可

能、最低でもお米 10kgが運ぶ事が可能になれば活用できる。 

 現状の課題解決に向けて取り組みを進めていく方針はあるか？ 

 通販の需要が増加している。ピッキング、梱包作業の効率化を図っている。 

 今いる人員で効率化出来るよう動線の見直しを行っている。 

  

 住民へのヒアリング調査調査 

 救沢地区住民ヒアリング（実証実験に参加した感想） 

 80代女性 
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 今はギリギリ車で買い物に行けるが、この先を考えると不安がある。このよ

うにドローンが荷物を届けてくれるならありがたいが、注文等、ついていけ

るか不安である。 

 80代男性 

 ドローンを初めて見た。機体はそれなりに大きい印象を持ったが、音はそれ

ほど大きくなく、荷物を置くのもとてもスムーズであった。岩泉は大雪と風

が強い時があるのでその時にどのように実施できるかが鍵になってくるの

ではないか。 

 70代男性 

 地域の人は割と車で買い物に行っている。現状すぐにほしいというニーズは

ないが今後は必要になってくると思う。頑張ってほしい。 

 

 

まとめ（総括） 

住民（個人）のヒアリングにおいては、過疎化の進行に伴う生活への不安は一定あるもの

の、高齢者でもまだ自力で買い物に出られるという声や、物流2024年問題はまだまだ実感

がないことが明らかになった。 

また役場職員のヒアリングからは、産業、雇用、商業の観点から町内の過疎課題が加速度的

に進行していることがわかった。そのような側面からもドローンという新たなテクノロジーを

地域に実装し、魅力ある産業づくりを目指す方向性を引き続き議論していくべきうだとわか

った。 

一方、事業者については、配送コストの高騰や配送のリードタイムの増加など、事業自体に

影響があるという声があり、個人と事業者では、物流における危機感の違いが浮き彫りとな

った。 
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（イ）域内物量調査の実施 

 下記の通り、大手物流各社に対して、ヒアリング調査を実施した。 

町内には岩泉自動車運輸とヤマト運輸が事業所及び営業所を設けており、域外からアクセ

スする事業者は岩泉自動車運輸に委託を行なっているという回答結果を得られた。 

具体的には、A社、B社、C社、D社は岩泉自動車運輸に委託を行なっていた。一方で、E

社においては、過去は岩泉自動車運輸に委託をしていたが、料金面での折り合いが合わず、

自社で配送を行なっているという回答も得られた。これらの回答からも物流業界の課題が垣

間見える。 

一方大手宅配三社の回答について、まず F社は、平均 1日 300個の荷物を扱っており、

想定よりも多くの荷物を取り扱っていることがわかった。基本的に自社で配送しており、自社

便５台が配送しているという回答であった。課題エリアとしては、安家、小川、釜津地区であ

り、やはり荷物が少なく、距離がそれなりにあるエリアの効率が悪いという回答であった。今

後は、一部の便をG社に任せることにより減便していくとの回答も得られた。 

H社に関しては、荷物の総量は把握できなかったものの宅配便は増加しているという回

答で、8台のサポーターが 1日 100個くらいの荷物を軽バン3～4台で配送しているとい

う回答が得られた。課題としては、大口荷物があるため、全て委託では難しく自社便3t社で

対応しているという回答もあったので、共同配送のニーズはあることがわかった。 

最後にG社に関しては、町内に拠点が3拠点あり、物量は３局で 1日 160個位という

回答を得られた。既に地元住民に委託をしている例もあり、共同配送については、今の所検討

していないという回答であった。 
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（ウ）社会実装を見据えたドローン物流の事業モデルの提案 

（物流課題の解決） 

NEXT DELIVERYは全国9地域で既にドローンと陸送を組み合わせた新スマート物流

「SkyHub®︎」事業の社会実装を行なっており、年々展開地域を拡大している。事業モデルとし

ては、軸となる収益は物流各社との共同配送を実施することにより、収益の確保、持続可能な

物流インフラの構築を目指しており、自治体がデジタル田園都市国家構想交付金等を活用し

て、ハード、ソフト両面のイニシャル、ランニングを一部支援していくモデルを確立している。 

実際に地域の物流網はとても非効率な形で行われているのが現状で、岩手県内を含む全国

のほとんどの地域は下記のように、積載率が低い状態で、輸送距離が遠いところを少ない荷

物を配送している。 

よって、各社の地域単体での収益は赤字になっているエリアも多く、物流業界の喫緊の課題と

言える。 

さらに県域面積の広い岩手県においては、全国に比べてこれらの課題が深刻であると調査に

よって分かったため、都道府県や市町村が物流会社に共同配送を提案したり、実態の調査を

行うなど、共同配送の取り組みを進めることを提案する。 

 

 

（共同配送の実施、地域経済の活性化） 

一方で、共同配送成立後の姿としては、新スマート物流 SkyHub®︎では、各社バラバラな状

態で配送するのではなく、町内に設置をした荷物の一時集約拠点「ドローンデポ®︎」に荷物を

集約し、そこから先は一つの事業者に配送を集約することにより、配送の効率が上がり、まと

めて配送することにより収益の確保も可能になると考えられる。その上で、ドローンを活用

し、さらに配送効率を上げていくという活用のあり方が現実的であると提案する。 

さらにラストワンマイル配送を集約することにより、今回の実証実験に協力いただいた地元ス

ーパー（エスマート）のように自前で配送を行なっていた荷物や住民のニーズも集約すること

が可能になり、地域商店においても本業に集中することが可能で生産性の向上、地域経済の

活性化に貢献できる。 
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（物流領域におけるドローンの利活用） 

NEXT DELIVERYが提唱するドローン配送の利活用のモデルは、配送効率の良い地域は陸

送で人がトラックで配送を実施し、配送効率が悪い郊外地域はドローンに荷物を割り当てるこ

とにより、人の配送効率を上げるモデルを実践している。下記は上士幌町のモデルであるが、

このように人とドローン配送をミックスすることにより、人の配送効率が2倍ほど向上する証

明ができている。 
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（岩泉地域への実装モデル） 

 

 

岩泉町への実装においては、外部の企業が直営で事業体を形成する選択肢もあるが、ロー

カルマネジメント法人を設立して、事業運営していただく形を提案する。その理由として、外部

の企業が直営で立ち上げを行う場合は、大型交付金等の確保が必要でコスト面、社会受容面

で課題がある。岩泉町においては、令和5年度に協同組合マルチワークいわいずみを立ち上

げており、物流、地域サービスを主軸とする本事業体との相互連携により、限られたリソース

の中での地域の各種サービスの確保、町内での雇用創出が可能になる。配送業務において

は、基本的に運転免許証を持っていれば仕事ができるので、林業業務で求められるような専

門的な知見や資格が不要である。一方で、ドローンを活用した配送業務にも関わることによっ

て魅力ある仕事づくりを目指すことが可能になり、ヒアリングで分かった町内産業において魅

力が欠ける点についての解決策の一つとなる。またドローンの多用途利用においては、森林

業務でドローンの活用が期待されていることと、現在着任している地域おこし協力隊との連

携により、ドローンの利活用をメインとする地域おこし協力隊のチームを組成し、地元でドロ

ーンに関わる職業のエコシステムを形成し、魅力ある産業の構築を行う。 

 一方で、採算性の確保においては、物流調査において宅配大手二社の配送を担うことにな

るとすると、調査の結果 1日あたり、数百個の荷物を確保（大手との共同配送が前提）するこ

とができる。これまでは各社それぞれ配送を行い、10台程度で配送を行なっていたが、それ

を6台6名に集約することにより、荷物量の集約と配送リソースの集約により、安定して利

益を計上することが想定できる。ここに地域事業者からの買物代行やフードデリバリーの委

託を重ねることにより、安定した収益基盤を構築することができる。 
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（エ）実施地域における補助者なし目視外飛行可能ルートの提案 

＜実証実験実施に向けた調査＞ 

実証実験の実施にあたって、下記２ルートを候補として設定し、電波調査を実施。 

①岩泉町役場小川支所～救沢公民館 

 候補理由 

地元スーパーであるエスマート小川店では、日常的に商品の自車配送を行っており、この配

送をドローン配送に置き換えることを想定したもの。 

②岩泉町役場～特殊バネ㈱岩手工場 

 候補理由 

  地元の運送会社（岩泉自動車運輸㈱様）が、通常、陸上配送している配送効率に悪い荷物の

一部をドローン配送に置き換えることを想定したもの。 

  なお、岩泉自動車運輸㈱様からでは、有人地帯を飛行することになる、レベル４での運航と

なることから、岩泉自動車運輸㈱様から岩泉町役場までは、岩泉自動車運輸㈱様車両で陸上

配送することを想定する。 
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 飛行ルート調査 

 岩手県岩泉町 1(小川生活改善センター～救沢公民館) 

 本ルートは事前の電波調査から、一部途絶になりそうなエリアはなかった

が、目視ができる補助者を複数配置してルートの現地調査、開通を行なっ

た。（黙示補助者は黄色の双眼鏡マークの地点に配置） 

 

 岩手県岩泉町2(岩泉町役場駐車場～岩泉町猿沢日向前) 

 本ルートは事前の電波調査から、一部途絶になりそうなエリアがあったた

め、目視ができる補助者を複数配置してルートの現地調査、開通を行なっ

た。 

 

補助員配置場所 
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緊急着陸地点 

 

緊急着陸地点は、小本川の河川敷を設定（第三者の立ち入りの可能性が低いため）上記図の

H のポイント 

 

（オ）中山間地域の物流に適した生活日用品のドローン配送飛行実証実験 

上記の飛行ルート調査をもとに、2024年 2月に実証実験を実施した。実証実験実施に向け
た役割分担は下記の通り。2023年 12月にドローンの飛行レベル「レベル3.5」が新設され
たため、本実証実験はレベル3.5 で実施を行った。 
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*1 レベル 3.5 飛行 
「レベル 3.5」飛行とは、デジタル技術の活用（機上のカメラによる歩行者等の有無の確認）に
より、飛行時にこれまでレベル３飛行時に必要だった補助者や看板の配置といった立入管理
措置を撤廃するとともに、無人航空機の操縦ライセンスの保有および保険への加入により道
路や鉄道等の横断を伴う飛行を容易とするもので、ドローンの運用コスト削減と業務の効率
化につながり、ドローン配送の事業化に向けた大きな動きである。 

 

ルートの実施調査、テストフライトは下記の通りである。テストフライトの前には、机上で作成し

たルートを基に送電線の位置や緊急着陸地点の箇所を目視で確認し、安全なルートの評価を

実施した。 
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ドローン動作点検場所 
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実証実験飛行ルート 1 

 岩泉自動車運輸㈱様 ～ 岩泉町役場 ～ 特殊バネ㈱岩手工場様  

実証実験ストーリー

 

今回のポイントは岩泉自動車運輸様との連携である。通常、岩泉自動車運輸がトラックで陸送

を行っているところをドローンで代替するというストーリーで実証実験を実施した。一方、岩

泉自動車運輸への事前のヒアリングでは、「配送困難地域」は岩泉自動車運輸の配送拠点から

片道25～30kmのエリアを提示いただき、飛行距離最大20kmのドローンでは配送が難

しく、面積が広い岩泉町においては長距離飛行が可能なドローンが必要だとわかった。 
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実際に飛行した飛行ルート

 

ルート 1の実証実験は成功した。電波調査においては、一部エリアが弱い状況であったが、実

際にまずは補助者を配置し、目視内飛行を担保した状態でテストフライトを実施したところ、

電波途絶がなく、飛行することができた。 

特殊バネ工場上空に到着した際の FPV映像
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また SkyHub®︎が全国で展開を進める具体的な事例としては、山梨県小菅村において、共同

配送とドローン配送を合わせた社会実装が進んでおり、人手の確保が難しい中山間地域のモ

デル事例としての取り組みが進行している。岩泉町においても同様の活用が検討できる。 
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実証実験飛行 飛行ルート 2 

エスマート小川店 ～ 岩泉町役場小川支所 ～ 救沢公民館 

実証実験ストーリー

 

実際に飛行した飛行ルート
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ルート 2の実証実験も成功した。昨年度の電波調査では難易度が高いルートと判断したが、

今年度はNEXT DELIVERYのこれまでの飛行実績と、同等の実績をもとに実施の判断を

行った。実証実験では無事に電波途絶なく、飛行することができた。 

 

今回連携をしたエスマートは、地元住民向けに無料での配送サービスを実施しており、ドロー

ンへの置き換えを想定した実証実験を実施した。本サービスを社会実装することにより、地域

商店の売上増加に寄与することができる。 

救沢地区上空の FPV、FOS画面（KDDI ） 
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（参考情報） 

今回取得したレベル3.5の許可証（別途添付） 
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使用した機体 
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ドローン配送によるCO2削減効果の検討 

 CO2削減効果について、物流調査をもとに、以下のシミュレーションを実施した。ドローン
単体ではCo2削減は大幅に見込めないものの共同配送の実施により約2187t-CO2／年
の削減が見込める。 
 
＊電力消費量と排出係数、燃料法、燃費法等算定方式を記載すること。 
 
中山間地域のラストワンマイル配送について、既存物流とドローン物流を融合した

「SkyHub®︎」をインストールし、オープン・パブリック・プラットフォーム化することにより、各
社で独自（バラバラ）に配送していた物流を集約することで他社の車両、労働力、時間の効率
化を図り、温室効果ガスの排出を削減する。そのモデルを同じ課題を持つ中山間地域に展開
を進めていく。 

 
現状：物流会社5社（合計28.5 台）のトラック 3台稼働 
     

  
SkyHub®︎：集約した共同配送トラック 10台＋ドローン 

 
 
■事業実施前のCO2排出量計算式： 

 事業による直接効果  
※グループ会社の西濃運輸の２トン車の年間CO2排出量：6.19t-CO2／年で想定  
 
【トラックによるCO2排出量】 
燃費法… 

月間走行距離：  
キロ数(km） 回数 日数 燃費 KL/月 
100 8 30 6.28 3.82 

 
※1 台あたり 1日における配送回数は8回（4往復）、また 1 ヶ月あたりの稼働日数につい
ては、30日、距離は 1日 100Kmと仮定する。 

↑計算方法：（km×回数×日数）÷燃費(km/L)÷1000=KL/月 
 

 
           

 
↑計算方法：KL/月✕燃料排出係数✕月数＝t-CO2/年 

トラック CO2排出量： 
 
※t-CO2/年：小数点第２位 四捨五入  
 

↑計算方法：t-CO2/年×台数＝t-CO2/年 
※台数：現在岩泉町において物流会社5社が稼働（合計28.5 台） 
 

KL/月 燃料排出係数 月数 t-CO2/年 
3.82 2.58 12 118.27 

t-CO2/年 台数 t-CO2/年 
118.27 28.5 3370.7 



 

31 

 

 
【自動車の燃費表（省エネ法告示）、CO₂排出係数表↓で計算】 

 

 
■事業実施後のCO２排出量計算式： 
【ドローンの充電によるCO2排出量】 
CO2排出量（tCO2）＝電気使用量（kwh）✕単位使用量当たりの排出量（tCO2/kwh） 
電気事業者別排出係数…東北電力：0.00046（tCO2/kwh） 
 

kwh 時間 回数 台数 電力会社
（tCO2/kwh） 

tCO2/kw
h 

0.4 0.26 8 2 0.00046 0.00077 
                          ※小数点第7位 四捨五入 
↑計算方法：kwh✕1 時間✕往復回数✕台数✕電力会社（tCO2/kwh）＝tCO2/kwh 
 

tCO2/kw
h） 

日数 月数 tCO2/kw
h 

0.00077 30 12 0.2772 
 
↑計算方法：（tCO2/kwh）✕日数×月数＝tCO2/kwh 

 
 岩泉町の物流28.5 台→トラック 10台＋ドローン2台 
  （SkyHub®︎では共同配送トラックの既存物流とドローン物流を融合。 
       ※３．事業の効果-(１)CO2削減効果の算定根拠 参照）          
トラック（t-CO2/年） 台数 ドローン（t-CO2/年） 合計（t-CO2/年） 
118.27 10 0.2772 1183.0 
                      ※合計：小数点第２位 四捨五入 
↑計算方法： 
（トラック CO2排出量（t-CO2/年）×台数）＋ドローンCO2排出量（t-CO2/年）t-

CO2/年 
【ドローン機体(AirTruck)のパンフレットより電気使用量（kwh）を計算】 
3.7(V)✕バッテリー22,000(mAh)✕4(本)÷1,000✕60/50(分)＝390.72(wh) 
390.72(wh)÷1,000≒0.4(kwh) 
3.7(V)参考：https://atcl-dsj.com/useful/lipo/ 

  

https://atcl-dsj.com/useful/lipo/
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【電力会社ごとのCO2排出係数↓で再計算】 

 
 
※表では kg表記のため数式内では tに変換 
参照：https://www.tohoku-epco.co.jp/enviro/picup/co.html 
 
 

CO2削減効果 

事業による直接効果 

事業実施前のCO2排出量 3370.7 t-CO2／年 
事業実施後のCO2排出量 1183.0 t-CO2／年 

CO2削減量 2,187.7 t-CO2／年 
CO2削減率   64.9  ％ 

※数値は小数点第２位を四捨五入して記載すること。 

 

  

https://www.tohoku-epco.co.jp/enviro/picup/co.html
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（4）ドローン多用途活用向上関係 

 （ア）ドローンによる森林資源の把握、地域課題解決に資するドローン多用途活用に係る提案 

 

ドローンによる森林資源の把握、ドローンの多用途活用に向けて、岩泉町役場を中心にヒアリ

ングを実施した。 

① 農林水産課 へのヒアリング 

(ア) 岩手県、岩泉町内で少子高齢化人口減少が進んでいるが、実際に感じる課題はある

か？ 

① 担い手不足の課題は感じている。林業サイドの観点としては、有資格者が少ない

課題がある。また、ただでさえ担い手が不足している中で、一定の資格が求めら

れる業界であるため、新規の応募も限られており、苦しい状況である。また、業務

は外仕事が多いので、担い手の幅が狭まるという印象を持っている。現在の人

材は町内出身の方が多い。また、岩泉の産地は急峻な地形のため、作業に入れる

山が少ない。そのため、仕事も町外の仕事が多いということも地域の中で人が集

まらない要因として考えられる。 

(イ) ドローン活用に期待することは？ 

① 造林の運搬にコストがかかっている。他の地域でコンテナ苗を運搬するという実

験をおこなっているが、これができればコスト削減が期待できる。かつ担い手不

足の中でも持続できる産業になり得る可能性はある。 

（参考情報） 

林野庁によって、ドローンを活用した苗木等運搬マニュアルが公表されている。ドローンの活

用メリットとしては、作業員の肉体的な負担が軽減し、短時間での運搬が可能であると示され

ている。一方で、デメリットとしては、オペレーターの確保などが挙げられている。 

 

出展：林野庁「ドローンを活用した苗木等運搬マニュアル」より 
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(ウ) 林業業務の維持に向けて感じている点 

① 岩泉町の山々は急峻な地形であり、地権者によっては、所有地までの経路がか

なり奥深いところがある。そのため所有している土地を管理できないことが多

く、そもそも土地を把握できていない人が多い。 

② 現状、森林の売買は進んでいない。 

(エ) 現状の課題解決に向けて取り組みを進めていく方針はあるか？ 

① 担い手対策としては、補助金を活用して、新規人材の雇用を進めている。補助金

は個人の就職、企業の人材確保に充てることができ、これまで5人ほどの実績

がある。これらの活用により、若手人材の確保を期待している。また、資格取得に

ついても別途補助金を設けており、課題となっている有資格者の人手の確保に

向けて取り組みを進めている。 

(オ) 林業業務におけるドローン活用の有効性はどのような点か？ 

① 所有している土地の状況把握については、ぜひドローンの利活用を進めていき

たい。ドローンで資源把握ができれば良いのではないかと思う。自分の山はどう

なのかを確認する術がほしい。 

② 現場の確認がどうなっているか？ナラ枯れ被害も拡大している。被害調査でドロ

ーンは使われ始めているため、活用できるならぜひ活用したい。このように現状

確認ではとても使われると考えている。 

 

 （参考情報） 

ナラ枯れ被害の状況調査において、ドローンを活用することで、危険エリアも含めて広範囲を

短時間で調査できるため、作業効率がアップする。さらに、対象樹木の正確な位置情報データ

を取得できるため、報告書の正確性も向上して対策も講じやすくなる。 

 
出展：ドローンジャーナル 

https://drone-journal.impress.co.jp/docs/special/1184425.html 

https://drone-journal.impress.co.jp/docs/special/1184425.html
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③ ドローンを使って、流木調査（レーザー測量）をしている事業者がある。樹種の判

読ができる。レーザー測量の方が期待値は高い。 

④ 運搬に関しても物を運ぶという点でコスト削減につながると思っている。 

 

ドローン多用途利活用 

 

鳥獣害対策 

鳥獣害対策においては、2023年 9月にNEXT DELIVERYが山梨県小菅村で実施をした事例を

記載する。村役場、漁業組合から、フィッシングヴィレッジに飛来するカワウ、白鷺の退治ができないか

とご相談をいただいた。カワウ、白鷺は奥多摩ダムから飛来し、釣り堀のヤマメやマスを食い荒らす被

害が出ていた。ドローンによって飛来した鳥類の退治ができないか検証を行った。 

検証の結果、河川上空にホバリングしているだけでも抑止の効果があることがわかった。 

 

 
カワウの飛来を待つドローン 
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飛来した白鷺に向けて飛行を行うオペレーター 

 

 

ドローンが白鷺に向かって飛行する様子 

飛行するドローン 

白鷺 
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ドローンが接近し白鷺が逃げ始める様子 

 

 

ドローンが接近し白鷺が逃げ始める様子 

飛行するドローン 

ドローンが接近し、白鷺が逃げる様子 

ドローンから逃げた白鷺 
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使用したドローン DJI Phantom4Pro （最大飛行時間約30分） 

    全長 x全幅 x全高 289.5x289.5x196 mm 

 

 

橋梁点検 

ドローンによる橋梁点検においては、国交省近畿地方整備局によって活用事例が公開されていたた

め、記載する。 

内容引用元 新技術ドローンによる橋梁点検の実践について 

https://www.kkr.mlit.go.jp/plan/happyou/thesises/2021/ol9a8v000004bz8d-

att/ino1-05.pdf 
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活用されていた機体 （Skydio 社） 
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橋梁点検における業務効率化の観点においては、橋梁毎で、点検手法を固定するのではな

く、作業効率が上がるように方法を選択する必要がある。新技術としてドローンを点検現場で

活用するための方法としては・踏査時の使用、規制を必要とする点検の前に、事前に橋台や検

査路の点検を行う時のドローンによる一次スクリーニング、大規模な規制を伴う点検車 によ

る点検の代替、ラック足場が必要な橋梁の代替点検車のバケットがあと一歩届かない箇所で

の使用等が考えられるとされていた。また、使い方は一通りではなく、作業する人達が簡単で

安全に活用してもらうことで,全体の効率化に繋がることが期待できる。 

 

防災 

能登半島地震においても災害時にドローンの利活用が実施されたが、災害時の物資輸送用

に避難所や孤立想定地域において座標の取得やルート開通をしておく対策は進めておくと効

果はあると考える。NEXT DELIVERY として能登半島地震において現地支援をしてきた経

験の中で、孤立集落へのドローン配送での支援物資輸送の時、一度は孤立先（着陸ポイント）

の確認や座標取りを行う必要があったが、これは平時より情報収集しておけるため、有事の

際に即座に対応できるように備えておけるところは備えておく必要性もあり、その点進めて

おくことは一定有用と考える。 

最近フェーズフリー（備えない防災）の考え方が広まっており、平時から災害時にも活用で

きるものを使っておく必要性が言われており、ドローン配送においても同様と考える。災害時

の活用において、平時からの運用があって災害時も機能すると考えるため、平時の利用とい

う面を検討することが重要と考える。 
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42 

 

（4）普及啓発開発 

（ア）出発式及び実証実験の公開 

出発式参加人数：３５名 

（県・市町村 16名／メディア５名／ドローン関連企業４名／地域おこし協力隊３名／登壇

関係者７名） 

 

当日スケジュール 

 

 

実証実験 見学者 

 合計 113名（出発式参加除く） 

実証ルート① ：岩泉町役場～特殊バネ㈱様岩手工場 

 

 

実証ルート② ：岩泉町役場小川支所～救沢公民館 

 

場所 人数 備考

岩泉町役場 45
19名

（出発式参加者26名除く）

特殊バネ㈱ 20 工場社員

場所 人数 備考

岩泉町役場小川支所 63 小川小学校40名＋住民等23

救沢公民館 35
11名

（出発式参加者24名除く）
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 出発式開始前の様子 

 

   

 出発式登壇者 記念撮影 
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（イ）実証実験メディア公開 

実証実験は広くメディアに周知を行い、実施を行なった。 

 

当日出席メディア情報 5社 

媒体名 お名前（代表者） カメラ

IBC岩手放送 佐藤優空 ムービー

読売新聞東京本社　宮古通信部 冨田駿 スチル

河北新報社　宮古支局 中島剛 スチル

岩手めんこいテレビ 今村祐貴 ムービー

岩手日報社 遠藤文菜 スチル 

 

露出メディア  

 TV 放送：2社 ／ 新聞掲載：3社（内オンライン掲載2社） 

 

TV 露出 

 

▼岩手めんこいテレビ：2月 13日(火) 

YouTube URL： https://www.youtube.com/watch?v=EW85R0LjWPQ 

 

 

▼IBC岩手放送：2月 13日(火) 

URL： https://newsdig.tbs.co.jp/articles/ibc/996199?display=1 

 

https://www.youtube.com/watch?v=EW85R0LjWPQ
https://newsdig.tbs.co.jp/articles/ibc/996199?display=1
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新聞・オンライン露出（本紙は別添） 

 

▼読売新聞（オンライン・紙面）：2月 14日(水) 

オンラインURL：https://www.yomiuri.co.jp/local/iwate/news/20240213-OYTNT50163/ 

 
 

▼河北新報（オンライン・紙面）：2月 14日(水) 

オンラインURL：https://kahoku.news/articles/20240213khn000027.html 

  
 

▼岩手日報（紙面）：2月 16日(金) 
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NEXT DELIVERYのプレスリリース（別添） 

 

▼PRTIMES：2月 14日(木)14:00配信 

URL： https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000037.000093605.html 

   

▼NEXT DELIVERY HP：2月 15日(木)14:00配信 

URL： https://nextdelivery.aeronext.co.jp/news/iwate_poc/ 

   

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000037.000093605.html
https://nextdelivery.aeronext.co.jp/news/iwate_poc/
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 （ウ）イベント等出展  

いわてまるごと科学・情報館への出展   （来場者数：800名） 

新スマート物流関連のパネルの展示 
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いわて未来技術社会実装推進会議・いわてドローン物流研究会において今年度の事業実施報

告を実施した。（当日報告資料別途添付） 

 開催日時：令和6年 3月 12日（火） 13：00～14：30 

 開催場所：エスポワールいわて特別ホール 

 

 
 

 

実証実験に向けた告知については、岩泉町内のぴーちゃんねっと配信及び世帯向け広報用チ

ラシにて、住民周知を行った。 
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今後の展開・課題 

今回の実証実験では、地元の岩泉自動車運輸との連携やレベル3.5 による長距離の飛行

が実現でき、社会実装に向けて一定の成果が得られた。また、実証実験の実施にあたり、多

くの報道機関にお越しいただき、テレビや新聞等で、本実証実験が詳細されたことにより、

社会容性の向上にも寄与できたと考えている。課題としては大きく２点あり、1 つ目が事業

の採算性確保という観点で、岩泉町内で共同配送が成立できるかが大きな鍵になってく

る。また受け皿となるローカルマネジメント法人の設立についても重要になってくる。2つ

目は広域な面積の岩泉町において、ドローンの利活用をどの地域から優先的に着手するべ

きかについては、岩泉町の面積が広大で、課題エリアも多岐にわたるため、明らかにならな

かった。 

今後は継続して実証実験を実施し、更なる住民課題の抽出や物流各社との共同配送の実

現の可否について詰めていくことで、広大な面積を誇る岩手県での物流効率化モデルを構

築することができると考えている。 

 

 

 

 


